
08296P-00



はじめに

現在の日本は、急激な少子化・高齢化社会を迎え、また同様に、賃貸住宅市場

も変革期にあります。例えば、賃貸物件の供給過剰による空室率の増加や、郊外

の築古アパートなど相対的に魅力の乏しい物件の家賃の下落に対する懸念、空き

家問題やサブリース投資問題が社会的に大きく取り上げられる等、賃貸不動産の

管理の重要性が非常に増してきています。

このような背景の下、平成28年９月に行われた「賃貸住宅管理業者登録制度」

の改正によって、賃貸アパートやマンションなど賃貸住宅の管理に関する知識・

技能・倫理観を持った専門家として、賃貸不動産経営管理士の資格が制定されま

した。

賃貸不動産経営管理士は、平成26年度～30年度の５年間で受験者数が4,188人

から18,488人と約４倍に増加しており、また現在、国家資格化が継続して検討

されていることを考えると、今後はさらなる受験者数の増加が予想されるととも

に、この資格の不動産業界に占める地位も重要になっていくと見込まれます。

本書は、本試験問題が公開されている過去４年分の出題を、初めて勉強する方

でも知識がスムーズに習得できるよう、簡潔で読みやすい内容と豊富なまとめの

図表でやさしく解説しています。また、１問ごとの重要度や肢単位でのアイコン

表示によって、効率よく学習することができます。姉妹本『賃貸不動産経営管理

士の教科書』とのセット学習で、合格に必要な知識をしっかり吸収してくださ

い。

本書で学習された皆さんが、１人でも多く賃貸不動産経営管理士試験に合格さ

れ、資格を活かしてご活躍されますことを、心より祈念いたします。

 2019年7月

 ＴＡＣ賃貸不動産経営管理士講座



賃貸不動産の管理は、誰のために、どのように行っていくべきか
に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 ［H27－問１］

❶ 投資家を含めた貸主の収益安定が最大限求められる時代の中で形成されて
きた賃貸不動産管理の概念を踏まえれば、投資家を含めた貸主の賃貸経営の

ためという視点を基本にすえるべきである。

❷ 賃貸不動産の適切な利用が促進されることは、入居者・利用者の利益でも
あるので、貸主の利益のみならず、入居者・利用者にも配慮した賃貸不動産

管理を行うべきである。

❸ 賃貸不動産は、不動産として、その周辺の環境や街並み形成等に資するも
のとして、広く公共の福祉にも貢献するものであるので、貸主の利益だけで

なく、地域社会との関係にも配慮した賃貸不動産管理を行うべきである。

❹ もともと賃貸不動産の管理は、貸主の賃貸経営のためという視点が強調さ
れてきた経緯があるので、今日においても、貸主からの委託に基づき、賃料

収納を中心に、もっぱら貸主の利益を確保するために行うべきである。

問題 1

A 賃貸不動産管理-①（意義）
重要度 卒業

Check!!

HINT!

本書の特長と利用法
　本書は、賃貸不動産経営管理士本試験の過去 4年分の出題を、「１問１見開き」で 
学習効率の高い分野別・テーマ別に収録しています。

出題者の視点から見た、問題を
解く際の“着眼点”です。

完全にマスターして、もう復習し
なくてもよい問題には、チェック
を入れておきましょう！

出題された「年度・問題番号」で
す。なお、法改正等による補正
や改題が行われた問題には「改」
マークを付しました。

各問題の「テーマ」を明示しまし
た。この問題にはどのような視点
からチャレンジしているのかを意
識することも効率的な学習につな
がります！

収録した問題は、重要度に応じて
「A・B・C」の3段階に分類しま
した。
重要度A ▶  よく出題されており

優先的に学習したい
重要なテーマです。

重要度B ▶  比較的重要で、今後
の出題可能性が高い
テーマです。

重要度C ▶  出題頻度は低いもの
の最低限押さえてお
きましょう。

間違えた問題には、必ず「 」マークを付
けておきましょう。本試験直前には「 」
が多い箇所を重点的に復習しましょう。
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 『教科書』 CH.1-Section ❸   

❶ 適切
「賃貸不動産管理」の概念は、貸主からの委託に基づき賃料収納等を行うこ
とを出発点として、その後、投資家を含めた貸主の収益安定が最大限求められ
る時代の流れの中で形成されてきました。その経緯を踏まえれば、本肢のよう
な「貸主の賃貸経営のため」という視点を基本にすえることは、当然といえま
す。

書面の種類 対象となる契約 書面の交付先

契約更新時の書面
の交付

管理受託方式での賃貸借契約 賃借人
サブリース方式での転貸借契約 転借人

契約終了時の積算書面
の交付

管理受託方式での賃貸借契約 賃借人
サブリース方式での転貸借契約 転借人

❷ 適切　
賃貸不動産は、わが国の限られた有用な資源の１つですので、その適切な利

用の促進は、貸主だけでなく、入居者・利用者（契約の当事者である借主だけ
ではなく家族等の同居者等も含む）の利益ともなります。

❸ 適切　
賃貸不動産は、周辺の環境や街並みの形成等に資するとして、広く公共の福

祉に貢献するため、その管理は、貸主の利益だけではなく、地域社会との関係
にも配慮して行うべきといえます。

「賃貸住宅管理業者」の要件には、①～③の基幹事務のうち、少なく
とも１つ以上を行う必要があります。

❹ 最も不適切　入居者・利用者・地域社会の利益も重要
「貸主の賃貸経営のための管理」という視点を基本にすえることは当然とし
つつも（肢１参照）、現在では、「入居者・利用者・地域社会の利益」という視
点からの管理を行うことも求められています。

解 説

難

ひっ
かけ

正解…❹

①　貸主の利益　　②　入居者・利用者の利益　　③　地域社会の利益

賃貸経営管理の目的・その対象確認！
ょっとち

賃
貸
住
宅
管
理
業
者
・
賃
貸
不
動
産
経
営
管
理
士

CH. 

1
本シリーズの『教科書』で対応
しているCHAPTER・Section
です。参照して、関連事項の知
識を習得しましょう！

誤りの肢の冒頭には「１行解
説」を付しました。「この肢の
どこが間違っているか」「結論
は何なのか」を踏まえて解説を
読めば、理解がいっそう深まり
ます。

重要ポイントをわかりやすくまとめています。基本知識
のレベルアップのために、きちんと確認しましょう！

深い理解に必ず役に立つ発展的
内容である“プラスα”の「ひと
こと」コメントです。

難易度が高い選択肢です。余
力のあるときにじっくり考え
て、本試験までには必ずマス
ターしておきましょう。

ひねりが利いている選択肢で
す。引っかからないよう、要注
意！

『教科書』
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2019年度　賃貸不動産経営管理士試験 

受験ガイダンス

■試験日程等
試験日 11月・第３日曜日（2019年度は11月17日）

試験時間 13：00～14：30（90分間）

試験会場 札幌・盛岡・仙台・大宮・千葉・東京・横浜・金沢・名古屋・ 
京都・大阪・神戸・広島・高松・福岡・熊本・沖縄（全国17会場）

受験資格 なし（年齢・学歴等に制限はなく、誰でも受験することができる）

受験料 12,960円（税込）

出題形式 マークシート方式・４肢択一・計40問
　※賃貸不動産経営管理士講習の修了者は「４問免除」となる

受験案内等の
資料請求期間

例年８月中旬～９月下旬
（2019年度は８月16日～９月24日）

受験申込書
受付期間

例年８月中旬～９月下旬
（2019年度は８月16日～９月26日：当日消印有効）

合格発表 合格通知の郵送および試験機関HP上の受験番号の掲載
2020年１月中旬予定

■賃貸不動産経営管理士試験に関するお問合せ先

一般社団法人 賃貸不動産経営管理士協議会
HP　https://www.chintaikanrishi.jp/
TEL 04-7170-5520 （電話受付：平日10:00～17:00）　
FAX 050-3153-0865（FAX受付：24時間対応）
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■出題範囲・出題数（2018年度の例）
出題範囲 出題数（計40問）

① 賃貸管理の意義・役割をめぐる社会状況に関する事項 ２問

② 賃貸不動産経営管理士のあり方に関する事項 １問

③ 賃貸住宅管理業者登録制度に関する事項 ６問

④ 管理業務の受託に関する事項 １問

⑤ 借主の募集に関する事項 ２問

⑥ 賃貸借契約に関する事項 11問

⑦ 管理実務に関する事項 ６問

⑧ 建物・設備の知識に関する事項 ６問

⑨ 賃貸業への支援業務に関する事項
　 （企画提案・不動産証券化・税金・保険等） ５問

■過去４年間（2015～2018年度）の試験結果

年度 受験者数 合格者数 合格率 合格ライン
（40問中）

2015 4,908名 2,679名 54.6% 25点

2016 13,149名 7,350名 55.9% 28点

2017 16,624名 8,033名 48.3% 27点

2018 18,488名 9,379名 50.7% 29点
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CHAPTER

賃貸住宅管理業者・
賃貸不動産経営管理士

賃貸不動産管理

賃貸住宅管理業者登録制度

賃貸住宅管理業者の業務

重要事項の説明

管理受託契約成立時の書面の交付 

倫理憲章



賃貸不動産管理業をめぐる状況に関する次の記述のうち、最も適
切なものはどれか。 ［H30－問37］

❶ 賃貸住宅の経営主体は、個人と法人の比率がほぼ同じである。

❷ 賃貸住宅の委託方式は、全部委託と一部委託の比率がほぼ同じである。

❸ 賃貸住宅の管理受託方式とサブリース方式の比率は、管理戸数の多少にか
かわらず、ほぼ同じである。

❹ 賃貸住宅の経営規模は、20戸以下の小規模なものが多い。

問題 1

C 賃貸不動産管理-①（賃貸不動産をとりまく社会状況）
重要度 卒業

Check!!

HINT!

❶

2



 『教科書』 CH.1-Section ❶   

❶ 不適切　個人経営の方が多い
賃貸住宅の８割以上は、個人経営となっています。したがって、賃貸住宅の
経営主体の個人と法人の比率は、同じではありません（国土交通省「民間賃貸
住宅に関する市場環境実態調査」平成22年）。

民間の賃貸住宅の経営者のうち、60歳以上の高齢者は6割以上です。

❷ 不適切　全部委託方式の方が多い
管理をすべて委託（「全部委託」）している貸主は６割超であり、全部委託と

一部委託の比率は同じではありません（国土交通省「民間賃貸住宅に関する市
場環境実態調査」平成22年）。

❸ 不適切　サブリース方式の方が多い
主要管理業者の管理戸数等（2016年）は、管理戸数の上位１～５位までの業
者においては、サブリース率が82.5％と、サブリースの割合が多くなっていま
す（国土交通省「民間賃貸住宅に関する市場環境実態調査」平成22年）。

サブリース率は、１～10位までの業者では70.9％、１～50位まで
の業者では62.3％、１～100位までの業者では56.9％と、管理規模
が小さい業者になるほど、少しずつその割合が減少しています。

❹ 最も適切
賃貸住宅の経営規模は、20戸以下の小規模貸主が６割となっています（国
土交通省「民間賃貸住宅に関する市場環境実態調査」平成22年）。

解 説

正解…❹
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管理業者の社会的責務と役割に関する次の記述のうち、不適切な
ものはどれか。 ［H30－問１］

❶ 管理業者は、投資家や貸主の意向に追随するだけの存在ではなく、貸主と
借主との間、又は投資家その他の利害関係人との間に入り、専門的知識とノ

ウハウを駆使して中立公平に利害調整を行って、不動産の適切な活用を促進

する存在であることが求められる。

❷ 不動産証券化においてアセットマネージャーが説明・情報開示責任を果た
すために必要な情報は、管理業者の情報を基礎とするので、管理業者として

は、特に投資家のために、透明性の高い説明と報告をする役割を担っている。

❸ 賃貸不動産を良質な状態で長く利用するためには、その所在する環境も重
要な要素となることから、管理業者は、街並み景観の維持を含むまちづくり

にも貢献していく社会的責務を負っている。

❹ 資産運営のプロとしての役割を果たすためには、貸主の自主管理や一部委
託管理といった伝統的な管理体制だけではなく、貸主の不動産経営を総合的

に代行する専門家としての体制を備えることが要請される。

問題 2

A 賃貸不動産管理-②（管理業者の社会的責任等）
重要度 卒業

Check!!

HINT!
❷

4



 『教科書』 CH.1-Section ❶   

❶ 適切
管理業者は、単に投資家・貸主の代理人として、その意向に追随するだけの
存在ではなく、貸主と借主との間、あるいは投資家その他の利害関係人との間
に入り、専門的知識とノウハウを駆使して、中立公平に利害関係調整を行っ
て、不動産の適切な活用を促進する存在であることが求められています。

❷ 不適切　投資家だけでなくアセットマネージャーや貸主も対象
資産運用面で責任を持つアセットマネージャーは、説明・情報開示責任を果
たすため、実際の運用資産である不動産の管理状況、収益状況について、透明
性の高い説明と報告が求められます。アセットマネージャーが行う情報開示
は、管理業者の情報が基礎となりますので、投資家だけでなくアセットマネー
ジャーに対して、管理業者は、透明性の高い説明と報告が求められます。

CH.5-Section ❻

管理業者は、依頼者である貸主や投資家に対し、透明性の高い説明と
報告をする役割を担っているともいえます。

❸ 適切
賃貸不動産は、その物件を含めた周辺の環境や街並み形成等に資するものと

して、広く公共の福祉に貢献するものでもあるので、貸主の利益だけではな
く、地域社会との関係にも配慮した賃貸不動産の管理を行うべきといえます。

❹ 適切
伝統的な管理体制（貸主の自主管理や一部委託管理）では、貸主の資産の適

切な運用というニーズに対応することは不可能に近く、管理業者には、貸主の
不動産経営を総合的に代行する専門家としての体制を備えることが要請されて
います。

解 説

正解…❷
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HINT!

A 賃貸不動産管理-③（賃貸不動産管理の重要性）
重要度 卒業

Check!!

賃貸不動産管理の重要性に関する次の記述のうち、最も不適切な
ものはどれか。 ［H29－問37］

❶ 情報化社会の進展により、賃貸不動産の管理に関する情報を、誰でも容易
に入手できるようになったので、賃貸不動産管理に関する専門的知識の重要

性は、相対的に低下してきた。

❷ 不動産ファンドの登場、不動産の証券化の進展等により、賃貸不動産管理
の当事者である貸主が、必ずしも実物所有者ではなく、不特定多数の投資家

である場合も想定する必要が生じてきた。

❸ 定期借地制度や定期建物賃貸借制度の創設等、制度的側面において多様な
賃貸借の形態が導入され、賃貸不動産の活用に当たり、いかなる契約形態を

選択すべきか、専門的な知見に基づく判断が必要となってきた。

❹ 住宅の賃貸借を中心に、個人である借主を消費者と位置づけて、消費者保
護の観点から不動産賃貸借関係をとらえる傾向があり、賃貸不動産管理にお

いて、そのような観点にも留意する必要が生じてきた。

問題 3

6



 『教科書』 CH.1-Section ❶   

❶ 最も不適切　専門知識の重要性・ニーズは高まっている
情報化社会の進展によって、賃貸不動産に関する情報量が格段に充実してき
たという環境変化に伴い、賃貸不動産の管理に対しても、貸主の賃貸経営その
ものへの支援や、投資家の存在を前提にした収益確保のための管理運営が基本
的視点として重視されてきています。そのため、賃貸不動産の管理全般を総合
的に専門家の手に委ねるというニーズ・重要性が高まってきています。

❷ 適切
不動産の証券化等の進展により、当事者である貸主が、実物の所有者ではな

く不特定多数の投資家である場合も想定すべきです。

❸ 適切
優良な物件を賃貸市場に多く提供する目的で、多様な賃貸借契約の形態が導
入されました。それに伴って、賃貸不動産の活用の場面でも、契約形態を選択
するにあたって専門的な知見に基づく判断が必要とされています。

❹ 適切
現在では、特に住宅の賃貸借を中心に、個人である借主を消費者と位置づけ

て、消費者保護の観点から不動産賃貸借関係をとらえようとする動き（「消費
者保護の要請」）が活発化してきています。

解 説

正解…❶

定期借家契約 設定された契約期間で借家関係が終了し、更新のない借家
契約

定期借地契約 設定された契約期間で借地関係が終了し、更新のない借地
契約

サービス付き高齢者向
け住宅の登録制度・
終身建物賃貸借制度

高齢者の居住の安定確保に関する法律によって定められた、
高齢者が安心して生活できる居住環境を提供する仕組み

特殊な賃貸借契約の形態確認！
ょっとち
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